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平成３０年 障害者雇用状況の集計結果 
 

 

障害者の雇用の促進等に関する法律では、事業主に対し、常時雇用する従業員の一定 

割合（法定雇用率：民間企業の場合は 2.2％）以上の障害者を雇うことを義務付け、 

毎年６月１日現在における身体障害者、知的障害者及び精神障害者の雇用状況について、

報告を求めています。 

岐阜労働局では、このほど、岐阜県の民間企業における、平成 30年の「障害者雇用状

況」集計結果を取りまとめましたので、公表します。 
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岐阜労働局職業安定部職業対策課 

職業対策課長     水端 盛仁 

地方障害者雇用担当官 坂井 能子 

          電話 058-245-1314 

         FAX   058-245-3105 

 

【集計結果の主なポイント】〔平成 30年 6 月 1日現在〕（ ）内は、前年数値 

 

＜民間企業＞{法定雇用率 2.2%} 

   ・雇用障害者数は、6,312.5 人（前年比 10.1％増加）、過去最高を更新。  

・実雇用率は 2.14％(2.02％)と前年比 0.12 ﾎﾟｲﾝﾄ上昇【全国 2.05％】 

・法定雇用率達成企業の割合は 54.8％(58.4％)と前年比 3.6 ﾎﾟｲﾝﾄ下降 

 

 

【岐阜労働局・ハローワークの取組】 

  事業所の障害者雇用への取組状況に応じた、障害者の職域開発・職域拡大 

の推進を図り、雇用率未達成企業の解消に向けて、引き続き指導を実施していく。 
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○ 雇用されている障害者の数、実雇用率、法定雇用率達成企業の割合 

・ 民間企業（45.5人以上規模の企業：法定雇用率2.2％）に雇用されている障害者

の数は 6,312.5人で、前年より10.1％（579.5人）増加し、過去最高となった。 

 

・ 雇用者のうち、身体障害者は3,663.0人（前年は3,595.5人、前年比1.9％増）、

知的障害者は1,979.0人（同1,685.0人、同17.4％増）、精神障害者は670.5人（同

452.5人、同48.2％増）と、いずれも前年より増加しており、特に精神障害者の伸

び率が大きかった。 

 

・ 実雇用率は、2.14％（前年は2.02％）、法定雇用率達成企業の割合は54.8％（同

58.4％）であった。 

  〔総括表、グラフ①②、詳細表①〕 

 

○ 企業規模別の状況 

・ 企業規模別にみると、雇用されている障害者の数は、45.5～50人未満規模企業

が69.5人、50～100人未満規模企業が1,090.5人（前年は913.5人）、100～300人未

満が1,875.0人（同1,741.5人）、300～500人未満が594.5人（同551.5人）、500

～1,000人未満が673.0人（同638.0人）、1,000人以上が2,010.0人（同1,888.5人）

で、全ての企業規模で前年を上回った。 

 

・ 実雇用率は、45.5～50人未満規模企業で1.47％、50～100人未満が2.03％（1.8

1％）、100～300人未満が2.19％（2.04％）、300～500人未満が2.00％（1.90％）、

500～1,000人未満が2.20％（2.10％）、1,000人以上が2.21％（2.12％）と全企

業規模で前年を上回った。 

 

・ 法定雇用率達成企業の割合は、45.5人～50人未満規模企業で47.0％、50～100

人未満規模企業が54.8％(54.7％)、100～300人未満が58.6％(63.9％)、300～500

人未満が42.4％(56.0％)、500～1,000人未満が52.2％(56.5％)、1,000人以上が5

1.6％(56.3％)と100人以上企業規模で前年より下降した。 

                                〔詳細表②〕 

 

○ 産業別の状況 

・ 産業別に雇用されている障害者の数をみると、「建設業」が86.0人、「製造業」

が2,197.0人、「情報通信業」が36.0人、「運輸業，郵便業」が510.0人、「卸売

業，小売業」が728.5人、「金融業，保険業」が283.5人、「学術研究，専門・技

術サービス業」が66.5人、「宿泊業，飲食サービス業」が57.5人、「生活関連サ

 民間企業における雇用状況 

障害者雇用状況報告の集計結果（概要） 



ービス業，娯楽業」が381.5人、「教育，学習支援業」が 46.5人、「医療，福祉」

が896.0人、「サービス業」が846.5人、「その他」（「農業，林業」、「鉱業，

採石業，砂利採取業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」、「不動産業，物品賃

貸業」、「複合サービス事業」）が177.0人で、「情報通信業」、「宿泊業飲食

サービス業」が前年より減少した。 

・ 産業別の実雇用率では、「生活関連サービス,娯楽業」（2.75％）、「医療，

福祉」（2.57％）、「サービス業」（2.23％）の3業種が法定雇用率を上回って

いる。 

 

                               〔詳細表③〕 

○ 法定雇用率未達成企業の状況 

・ 平成30年の法定雇用率未達成企業は716社。そのうち、不足数が0.5人または 

１人である企業（１人不足企業）は69.4％（497社）と過半数を占めている。 

 

・ また、障害者を１人も雇用していない企業（障害者雇用ゼロ企業）が、未達成

企業に占める割合は、60.6％（434社）となっている。   

〔詳細表④〕 

平成30年6月１日現在における障害者の雇用状況（総括表） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※［ ］は実人員。 

 

注１  ①欄の「法定雇用障害数の算定の基礎となる労働者数」とは、常用労働者総数から除外率相当数（対象障害

者が就業することが困難であると認められる職種が相当の割合を占める業種について定められた率を乗じて得

た数）を除いた労働者数である。 

注２  ②欄の「障害者の数」とは、身体障害者、知的障害者及び精神障害者の計であり、短時間労働者以外の重度

身体障害者及び重度知的障害者については法律上、１人を２人に相当するものとしてダブルカウントを行い、

重度以外の身体障害者及び知的障害者並びに精神障害者である短時間労働者については法律上、１人を0.5人に

相当するものとして0.5カウントとしている。 

    ただし、精神障害者である短時間労働者であっても、次のいずれかに該当する者については、１人分とカウ

ントしている。 

    ①平成２７年６月２日以降に採用された者であること 

    ②平成２７年６月２日より前に採用された者で、同日以後に精神障害者保健福祉手帳を取得した者であるこ

と 

注３ （ ）内は、平成２９年６月１日現在の数値である。 

    なお、精神障害者は平成１８年４月１日から実雇用率に算定されることとなった。 

295,156.5 人 6,312.5 人 2.14 % 868 1,584 54.8 %

[　5,322 人 ］

( 284,108.0 人 ) ( 5,733.0 人 ) ( 2.02 % ) ( 839 1,437 ) ( 58.4 % )

全国（３０年） 26,104,834.5 人 534,769.5 人 2.05 % 46,217 100,586 45.9 %

①　法定雇用障害者数の
算定の基礎となる労働者数

②　障害者の数

/

③　実雇用率 ④　法定雇用率達成企業の数 / 企業数 ⑤達成割合

民間企業
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